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○ 我が国の科学者の内外に対する代表機関として、科学の向上発達を図り、行政、産業及び国
民生活に科学を反映浸透させることを目的として設置 
○ 内閣総理大臣の所轄の下、独立して職務を行う「特別の機関」として内閣府に設置（昭和24
年1月に設立） 
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日本学術会議の役割 

• 科学・技術のための政策を提言 
 

 

• 政策立案における科学・技術の活用 
 



科学の発達、科学を反映浸透 
（日本学術会議法） 

第二条  日本学術会議は、わが国の科学者の内外に対する代表機関として、科学の向上発達を図り、行政、産業及び国
民生活に科学を反映浸透させることを目的とする。 
 
第三条  日本学術会議は、独立して左の職務を行う。 
   一  科学に関する重要事項を審議し、その実現を図ること。  
 二  科学に関する研究の連絡を図り、その能率を向上させること。  
 
第四条  政府は、左の事項について、日本学術会議に諮問することができる。  
   一  科学に関する研究、試験等の助成、その他科学の振興を図るために政府の支出する交付金、補助金等の予算及
びその配分  
 二  政府所管の研究所、試験所及び委託研究費等に関する予算編成の方針  
 三  特に専門科学者の検討を要する重要施策  
 四  その他日本学術会議に諮問することを適当と認める事項  
 
第五条  日本学術会議は、左の事項について、政府に勧告することができる。 一  科学の振興及び技術の発達に関す
る方策  
 二  科学に関する研究成果の活用に関する方策  
 三  科学研究者の養成に関する方策  
 四  科学を行政に反映させる方策  
 五  科学を産業及び国民生活に浸透させる方策  
 六  その他日本学術会議の目的の遂行に適当な事項  
 

⇒ 科学のための政策提言、政策のための科学の活用 
 

 



日本学術会議の役割 

科学・技術のための政策 提言 

• 学術会議法 「科学の向上発達」、「科学に関
する重要事項を審議」 

• 初期 科学者の生活改善、科学関係の組織
設置、予算増額等、「科学」のための要望実
現 

• 最近でも、大型研究計画・研究施設を提案。 

• 科学者を代表して、科学の発展、科学関連の
個別政策推進 



科学・技術のための政策における 
課題 

• 科学者の保身的主張・権益保全に陥らない 

• 科学の発展が、人類の平和・幸福に資すると
いう関係を常に最重視 

• スクラップ・アンド・ビルドや選択的集中といっ
た合理性や節度を持った提言が必要 

• 科学の持つ２面性（デュアルユース）、倫理性、
社会的影響の大きさを踏まえた責任の自覚 
 



• 科学を反映させるべき政策分野について政
府への勧告や提言を行う 

• ＳＣＪそのものがシンクタンクとしての役割を
果たす 
– シンクタンク・・・企画立案・提言を業務とする研究
組織 

⇒しかし、調査機能は弱いので、その拡充強化
が課題（学術調査員の充実） 
⇒ 

日本学術会議の役割 

政策立案における科学・技術の活用 



例 高レベル放射性廃棄物の処分 

• 千年・万年の安全性は保証されず 

• 総量管理、暫定保管、多層的合意形成が必
要と提言（２０１２年９月） 
 

• 東日本大震災からの復興についても種々の
提言 



例 東日本大震災復興支援 

• 東日本大震災復興支援委員会 
– 災害に強いまちづくり分科会 
– 産業復興・就業支援分科会 
– 放射能対策分科会 
– 災害に対するレジリエンスの構築分科会 
– 福島復興支援分科会 
– エネルギー供給問題検討分科会 

• 原子力利用の将来像についての検討委員会 
• 30以上の分野別委員会・同分科会での検討 



政策立案に科学を活かすための 
課題 

• 実証主義の基本 

• 科学者と政治の役割の相違 
– 政治 合意形成、意見調整 

– 科学 観測・観察された事実に基づく論証 

• 科学者の意見対立 丁寧な説明で一致点と
対立点を明確化 

• 日本学術会議には2つの機能が併存している
が、分離することが必要という議論もあり得る 
 

 


